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１．はじめに 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災の津波により，

東北の沿岸部では多くの人が車を流されたため，生活

の足を失った．さらに，これらの人が入居した仮設住宅

は沿岸部や山間部に立地し，多くの被災者が買い物や

通院が困難になる状況が生まれた．これに対して，ボラ

ンティア団体の一般社団法人日本カーシェアリング協

会が石巻市内の仮設住宅の一部で震災直後からカーシ

ェアリング事業を開始し，現在は復興住宅でも事業を

行っているが利用実態は明らかにされていない． 

そこで本研究では，石巻でのカーシェアリングの利

用実態を調査し，その特徴と課題を把握することを目

的とする． 

２．既存研究の整理 

これまで大都市を中心にカーシェリングの利用が進

んできたが，近年，地域コミュニティでカーシェアリン

グを展開する取り組みがなされ，諸外国では，CRUSO

や Relay Rise のような車を貸し出したい人と利用希望

者を結びつけるサービスが展開している．これは P2P

（Peer to Peer）型カーシェアリングと呼ばれており，

Robert1) はアメリカ・ピッツバーグでの評価の結果，低

密度地域においても経済的に実現可能であるとしてい

る．本研究で取り上げる石巻でのカーシェアリングは，

P2P 型カーシェアリングに近い形であると考えられる． 

３．石巻でのカーシェアリングの概要 

 日本カーシェアリング協会が運営するカーシェアリ

ングは，個人あるいは企業から寄付された車両や電気

自動車（i-MiEV など）を使い，車両が置かれているコ

ミュニティ毎に燃料代や保険代などの使用料を徴収し

管理する仕組みとなっている．我が国でカーシェアリ

ング事業を展開する場合，携帯などを使った予約シス

テム・車両管理システムを導入することが義務図けら

れているが，このカーシェアリングは営業を目的とし

ないことから，システムの導入は求められておらず，貸

し出は運転手がノートに記入し管理している．さらに，

運転ができない高齢者に対して，コミュニティ内のボ

ランティアが運転手を務め，外出支援を行っている．最

も多いときは約 50 か所で 100 台以上の車両を運用して

いたが，現在では 6 か所の仮設・復興住宅で 7 台の車

輌を運用しており，会員数は約 150 人である． 

４．分析方法 

現在の復興住宅で運用されている時期と仮設住宅で

運用された時期の利用実態を把握する．利用履歴を大

学ノートに記録した運転チェックシートのうち，利用

距離と目的地が記載されている吉野町復興住宅と仮設

大橋団地，仮設開成 13 団地，仮設万石浦団地の 3つの

仮設住宅に配置されている計４台分の利用履歴につい

て，エクセルの Power Map を用いて目的地分布図を作

成し，目的地の分布を把握する． 

５．分析結果 

５．１ 復興住宅での利用実態分析 

 現在，活動が活発に行われている吉野町復興住宅で

の 2015 年 3 月から 2016 年 9 月までの目的地分布図を

図－１に，１利用あたりの距離と頻度を図－２に示す． 

図－１ 吉野町復興住宅 目的地分布図 

図－１より，最多は石巻赤十字病院の 39 件，次い

で万石浦仮設団地の 38 件であった．万石浦仮設団地

が目的地として多い理由は電気自動車の充電スポット

があるためである．さらに，石巻の中心街では，病院

やその他（市役所など）の目的地が多くみられる． 
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図－２ 吉野町復興住宅 １利用あたりの距離 

また，図－２の１利用あたりの距離を見ると 10km～

20km の中距離の利用が多い．これは図－１の目的地の

件数が多い石巻の中心街が吉野町復興住宅から 2km ほ

どあることや，赤十字病院やイオンなどの大型店舗が

ある地域が 6km ほどあり，これらの目的地を往復した

場合，10km～20km の中距離に分布するためである．  

吉野町復興住宅では主な目的地が病院や買い物であ

り，日常生活の移動がほとんどであることを示した． 

５．２ 仮設住宅での利用実態分析 

仮設住宅に移転後の，石巻市北部の仮設開成 13 団地

居住者の 2013 年 8 月から 2014 年 8 月までの利用目的

地分布図を図－３，１利用あたりの利用距離と頻度を

図－４に示す．なお，図－３の利用目的地分布図は旅行

等で使用された長距離利用を除いている． 

図－３ 利用目的地分布図（開成 13 仮設団地） 

図－４ １利用あたりの距離（仮設開成 13 団地） 

図－３を見ると最多は石巻赤十字病院の 29 件，次い

でヨークベニマル石巻中里店の 28 件となり，吉野町復

興住宅では少なかった買い物の利用が多くなっている．

これは仮設開成 13 団地が工業団地の用地に建設され，

最寄りのスーパーまで 4km と不便な立地であるためと

考えられる．また，通院や買い物の利用も目立つので，

日常生活の移動に車が利用されていると考えられる． 

また，図－４では 85km 以上の利用が目立つが，ヒア

リングによればコミュニティでの親睦を深めるための

旅行に利用したものであった．他の２つの仮設住宅に

ついても長距離の利用が目立っており，旅行の他，他の

仮設住宅の身内に会いに行った，被災直後で遠方へ買

い物に行く必要があったなどの理由が挙げられた． 

次に，昨年度の竹越 2)が吉野町復興住宅で求めた徒歩

到達圏と利用目的地を重ね合わせた結果を図－５に示

す．これを見ると徒歩圏内に目的地は 10 か所しかなく， 

38 か所が徒歩圏外の目的地であった．他の３つの仮設

住宅も同様の結果となっており，日常生活の移動に車

が必要不可欠であることが分かる結果となった． 

 図－５ 徒歩圏と目的地分布図（吉野町復興住宅） 

６．おわりに 

石巻でのカーシェアリングの利用は，仮設住宅の運

用時では目立った長距離の利用が，復興住宅では減る

など，立地場所の変化だけではなく，生活の変化に影響

を受けていることが把握できた． 

ただし，高齢者が利用する場合，運転者が必要であり，

地域コミュニティとして支えていくための仕組みが必

要であることが課題として明らかとなった． 
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